
（平成２１年1月２１日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 4 件

国民年金関係 3 件

厚生年金関係 1 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 8 件

国民年金関係 3 件

厚生年金関係 5 件

年金記録確認徳島地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



徳島国民年金 事案318 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和36年４月から42年９月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 大正11年生 

    住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和36年４月から42年９月まで 

    申立期間の国民年金保険料については、国民年金制度が発足した昭和

36年４月から、町内の婦人会を通じて納付していた。近所のＡさんが集

金に来てくれており、当時の保険料は月額150円であったことを記憶して

いる。市役所で確認したとき、申立期間は免除承認期間となっていると

言われたが、免除申請手続を行ったことは一切無い。 

    申立期間が免除承認期間とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、国民年金加入期間について、申立期間を除き、国民年金保険

料をすべて納付しており、このうち、ⅰ）昭和45年４月から47年９月まで

の期間については、夫婦とも納期限内の同一日に納付していることが確認

できること、ⅱ）生活保護を受給し法定免除要件に該当する期間（47年４

月から48年４月までの期間）についても国民年金保険料を納付しているこ

とから、納付意識は高かったと考えられる。 

   また、申立人が納付していたと主張する保険料額（月額150円）は、当時

の国民年金保険料額と一致する。 

   さらに、申立人が国民年金保険料の集金に来てくれていたとするＡ氏か

ら、申立期間当時、婦人会の集金担当者として申立人宅を訪問したことが

あるとの証言が得られている。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 

  



徳島国民年金 事案319 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成元年１月から３年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和44年生 

    住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成元年１月から３年３月まで 

    私は、申立期間当時、学生であったが、20歳の誕生日を迎えて間もな

く、母がＡ市役所に出向き、私の国民年金(任意加入)加入手続を行うと

ともに、保険料も納付してくれていた。 

    私の妹も、母が国民年金に任意加入させており、保険料も納付済みと

なっているのに、私の申立期間は未加入期間とされている。 

    未加入期間とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、国民年金加入期間について、申立期間を除き、国民年金保険

料をすべて納付している。 

   また、申立人の国民年金加入手続及び保険料納付を行ったとする申立人

の母親は、申立人が20歳の誕生日を迎えた平成元年１月、Ａ市役所に出向

き国民年金の加入手続を行ったことを鮮明に記憶しているとともに、その

際に配付された「国民年金手帳領収書保管袋」を所持しており、当該保管

袋の裏面には、昭和62年２月現在の国民年金保養施設の紹介（ＰＲ）が印

刷されていることから、申立人の母親の主張に不自然さは見られない。 

   さらに、申立人の母親の国民年金保険料の納付方法等に係る主張につい

ても、その説明は具体的であり、当時の状況との矛盾点は無い。 

   加えて、申立人の妹も、申立人と同様、20歳から国民年金に任意加入す

るとともに、国民年金加入期間について、保険料をすべて納付している。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。  



徳島国民年金 事案320 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和49年11月から50年１月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和17年生 

    住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和49年11月から50年１月まで 

    昭和49年10月下旬、Ａ県Ａ市からＢ県Ｃ郡旧Ｄ町（現Ｅ町）に転入し、

転入手続時に同町役場の職員から、国民年金への加入を勧められ、その

場で加入手続を行った。 

    昭和49年11月及び12月の国民年金保険料については、加入手続時に役

場の窓口で納付し、50年１月からの保険料については、婦人会を通じて

納付した。申立期間の保険料額は、１か月あたり1,000円程度だったと記

憶している。 

    申立期間が未加入期間とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、国民年金加入期間について、申立期間を除き、国民年金保険

料をすべて納付しており、このうち、昭和50年２月から61年３月までの約

11年間、国民年金に任意加入し保険料を完納している上、平成６年４月か

ら14年３月までの期間については、保険料を前納していることから、納付

意識が高かったもの考えられる。 

   また、社会保険事務所が保管する被保険者台帳管理簿において、申立人

に対する国民年金手帳記号番号の払出年月日を訂正した形跡が認められる

とともに、申立人が所持する国民年金手帳に、本来、手帳交付時に記載さ

れるべき資格取得年月日が記載されていないことから、行政側の資格取得

事務が適切に行われていなかった可能性がうかがわれる。 

   さらに、申立人の保険料納付方法に係る記憶は鮮明かつ具体的であると

ともに、申立人が記憶している保険料額についても、当時の国民年金保険



料額とおおむね一致している。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 

 



徳島厚生年金 事案159 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の株式会社Ａ Ｂ支店に係る被保険者記録は、資格取得日が昭和37

年１月23日、資格喪失日が44年２月１日とされ、当該期間のうち、37年１

月23日から同年２月１日までの期間は、厚生年金保険法第75条本文の規定

により、年金額の計算の基礎となる被保険者期間とならない期間と記録さ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、

申立人の株式会社Ａ Ｂ支店における資格取得日を37年１月23日とし、申立

期間の標準報酬月額を１万2,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和17年生 

    住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和37年１月23日から同年２月１日まで 

    私は、昭和36年４月に株式会社Ａに入社して以降、人事異動はあった

ものの、平成14年８月に退職するまでずっと同社で勤務していた。 

    申立期間については、平成16年に社会保険事務所に対して記録訂正の

申立てを行い、被保険者記録を訂正してもらったが、この時点において

当該期間の保険料は時効により徴収できないため、年金額の算定期間に

加算されていない。 

    申立期間を保険料納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の株式会社Ａ Ｂ支店における厚生年金保険の被保険者記録につ

いては、平成16年10月にＣ社会保険事務所において、昭和37年１月23日か

ら同年２月１日まで厚生年金保険の被保険者であったと認められ、これに

基づき申立人の被保険者資格の得喪等が記録されている。ただし、当該訂

正においては、保険者により申立人の当該期間に係る保険料が徴収されて

いたとは認められないと判断しており、政府が保険料を徴収する権利は時

効により消滅していることから、厚生年金保険法第75条の規定により当該



期間は年金額の計算の基礎となる被保険者期間にはならないとしている。 

   これに対し、申立人は、上記期間についての年金記録の確認を求めてい

るものであるが、雇用保険被保険者記録から、申立人が申立期間の前後を

通じて継続して申立事業所に勤務していたことが確認できるとともに、申

立人から提出された申立事業所に係る社員カードの記録から、申立人は、

昭和37年１月23日から当該事業所に勤務していたと認められる。 

   また、申立人が記憶している同僚等４名（うち３名は申立期間を含めて

申立人と同じ業務に従事）は、申立期間において、厚生年金保険被保険者

記録が継続していることが確認できる。 

   さらに、元同僚からは当時、転勤などで給与体系が変わることはなかっ

た旨の証言を得ている。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人は申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたものと認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、昭和37年２月の社会保険事

務所の記録から、１万2,000円とすることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明ら

かでないと判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所

に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情がないことから、行ったとは認められない。 

 



徳島国民年金 事案321 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和50年11月から51年12月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和10年生 

    住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和50年11月から51年12月まで 

    未納となっている申立期間について、Ａ町Ｂ納税組合を通じて夫婦一

緒に国民年金保険料を毎月納付した。国民健康保険、水道料、地方税等

も納税組合を通じて納付した。地域の者が交代制で集金を担当し、国民

年金保険料等の集金をしていた。 

    領収書等について残っていないが、確かに納付してきたので納付済期

間として認めてもらいたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が申立期間に係る国民年金保険料の納付を行っていたことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、一緒に保険料を納付していた

とする配偶者の納付記録も未納となっている。 

   また、Ａ町の国民年金被保険者名簿において、申立期間直後の昭和52年

１月から52年３月までの保険料が、54年３月22日付けで過年度納付されて

いることが確認できるが、当該時点では、申立期間に係る保険料は時効に

より納付することができず、特例納付により申立期間に係る保険料を納付

したことをうかがわせる事情も見当たらない。 

   さらに、申立人の配偶者も既に死亡していることから、国民年金の加入

状況、保険料の納付状況等についての供述も得られない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

  



徳島国民年金 事案322 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和58年４月から61年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和17年生 

    住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和58年４月から61年３月まで 

    Ａ市より未納とされている国民年金保険料をさかのぼって納付できる

との通知があり、Ａ市年金窓口に夫と一緒に行った。申立期間３年分の

国民年金保険料を一括して年金窓口で現金納付した。その際に、窓口の

職員が年金手帳にＡ市のゴム印を押して、「これが領収書の代わりです。」

と言った。未納とされることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）は無い。 

   また、申立人は、Ａ市の職員から３年間さかのぼって納付できると言わ

れて、国民年金保険料を納付したと主張しているが、申立期間は国民年金

の任意加入対象期間であり、さかのぼって加入することはできず、３年間

さかのぼって納付することはできなかったものと考えられる。 

   さらに、申立人は、年金手帳の「被保険者でなくなった日」欄に「平成

３年４月10日」と記載され、「Ａ市」の押印がされていることをもって、

申立期間の保険料が納付されたものと主張しているが、当該欄は、Ａ市に

おいて記載したことを示すものであり、保険料が納付された時期を記載し

たものではない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

  



徳島国民年金 事案323 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和37年10月から38年３月までの期間、38年11月から42年７月

までの期間、61年４月から62年６月までの期間及び平成14年11月の国民年

金保険料については、納付していたものと認めることはできないとともに、

62年７月から平成14年10月までの付加保険料については、納付していたも

のと認めることはできない。 

    

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和12年生 

    住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和37年10月から38年３月まで 

             ② 昭和38年11月から42年７月まで 

             ③ 昭和61年４月から平成14年11月まで 

    結婚を機に昭和37年10月ころからＡ府Ｂ市で夫と暮らし始め、そのこ

ろにＢ市役所で国民年金の加入手続をした。 

    その後、昭和41年11月にＣ県Ｄ市に転居したが、いずれの市でも自宅

に来る集金人を通じて保険料を納付したことは間違いなく、申立期間①

及び②が未納であることに納得いかない。 

    また、申立期間③当時はＣ県Ｅ市に住んでおり、銀行の口座引き落と

しなどにより納付した。申立期間③の直前まで付加保険料も納付してお

り、65歳になる平成14年12月の誕生日前月まで、それまでと変わらずに

付加保険料も納付したはずであり、その旨記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立人が申立期間①、②及び③の国民年金保険料（申立期間③の一部

については定額保険料のみ納付済み。）を納付していたことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）は無い。 

 

  ２ 申立期間①及び②については、申立人の国民年金手帳記号番号の払出

し（国民年金への加入）は、Ｄ市において、昭和42年８月28日付けで任

意加入として払い出されており、平成９年12月24日付けで申立人に係る

社会保険庁の記録が訂正されるまでは、加入以前の期間については、当

該期間を含めて、すべて任意加入対象期間として取り扱われていること



から、当該期間についてさかのぼって納付することはできなかったもの

と考えられ、それ以前に申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出さ

れていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

 

  ３ 申立期間③については、申立人が所持する昭和47年４月１日発行の国

民年金手帳及びＥ市が保管する申立人に係る国民年金収納簿を見ると、

当該期間のうち61年４月から62年６月までの期間については、当時、同

市では、申立人が第３号被保険者であるものとして取り扱われていたこ

とが確認できることから、当該期間に係る納付書の発行等は行われなか

ったものと考えられる。 

また、Ｅ市が保管する申立人に係る国民年金収納簿について、昭和62

年７月から平成６年３月までの期間の収納記録を見ると、すべて定額保

険料のみの収納記録となっている上、申立人に係る社会保険庁のオンラ

イン記録を見ると、昭和62年８月から平成２年12月までの期間の国民年

金保険料が、９年６月23日付けで申立人へ還付されているが、定額保険

料額分のみであることが確認できる。 

さらに、申立人が口座引き落としにより国民年金保険料を納付してい

たとするＦ銀行（旧Ｇ銀行）の申立人の口座について、昭和61年２月か

ら平成15年２月までの取引履歴を確認した結果、10年９月以降について

保険料の引き落とし記録が確認できるものの、すべて定額保険料額のみ

が引き落とされており、また、14年11月分に係る保険料の引き落とし記

録は無い。 

 

  ４ これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が申立期間①及び②並びに申立期間③のうち昭和61

年４月から62年６月までの期間及び平成14年11月の国民年金保険料を納

付していたものと認めることはできないとともに、申立期間③のうち昭

和62年７月から平成14年10月までの付加保険料を納付していたものと認

めることはできない。 

 



徳島厚生年金 事案160 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和23年生 

    住        所 ：  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和41年４月から43年３月まで 

    厚生年金保険の加入期間について照会したところ、申立期間について、

Ａ事業所の記録が無い旨の回答をもらった。 

    当時、同じ定時制高校に通っていたＢ氏に厚生年金保険被保険者記録

があるのに、一緒に働いていた自分の記録が無いことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立事業所の提出資料により、申立人が申立期間について申立事業所に

勤務していたことは確認することができる。 

   しかし、申立事業所は、昭和42年12月１日に厚生年金保険の適用事業所

となっており、申立期間のうち41年４月から42年11月までの期間は、厚生

年金保険の適用事業所としての届出手続が行われていないことが確認でき

る。 

   また、申立期間のうち昭和42年12月から43年３月までの期間については、

社会保険事務所が保管している申立事業所に係る健康保険厚生年金保険被

保険者名簿に、申立人が記憶している同僚のＢ氏は記載されているものの、

申立人の氏名等は確認できない上、申立事業所から提出された賃金台帳に

おいて、申立人の給与から厚生年金保険料が控除されていなかったことが

確認できる。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



徳島厚生年金 事案161 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和32年生 

    住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和53年６月から58年９月まで 

    私は、昭和53年６月から58年９月まで勤務したＡ株式会社での厚生年

金保険の期間照会を社会保険事務所に提出したが、当該事業所での厚生

年金保険の記録は見当たらないとの回答をもらった。 

    当時は、トレーラーの運転手で、同僚の氏名も記憶しており、ゴルフ

ボールが頭に当たった際に、健康保険で治療を受けた記憶もあるので、

記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   当時の事業主が保管していた従業員住所録において、申立人の氏名が確

認でき、申立事業所のＢ営業所に勤務していたことは確認できる。 

   しかし、当時の事業主が保管していたＢ営業所での昭和53年12月分の給

与支払一覧においては、23人の従業員のうち７人が社会保険料を控除され

ておらず、54年９月分においては、26人中12人が社会保険料を控除されて

いないことが確認できる上、同僚からは「社会保険の加入は、全員が加入

していなかった。入社後すぐに加入しない人もいた。」旨の供述があり、

当時、事業主は従業員のすべてを厚生年金保険に加入させていなかったこ

とがうかがえる。 

   さらに、申立事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票において、

申立期間を含む昭和52年11月１日資格取得の被保険者番号87番から59年１

月26日資格取得の被保険者番号141番までに欠番は無く、申立人の氏名は

確認できない。 

   加えて、申立人が、ゴルフボールが当たった際に治療を受けた外科に照

会したが、当時、申立人が社会保険で受診したことをうかがわせる資料は

保管されていない。 



   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



徳島厚生年金 事案162 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和19年10月から20年８月まで 

    昭和19年４月に有限会社Ａに就職したが、20年７月ころ事業所が戦災

で焼失したので退職した。平成19年８月、社会保険事務所へ厚生年金被

保険者記録の照会をしたところ、申立期間について脱退手当金が支給済

みとされていることを知った。脱退手当金を請求したことはなく、受け

取ってもいないので記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係

る厚生年金保険資格喪失日から７か月後に支給されているなど、一連の事

務処理に不自然さはうかがえない。 

   また、申立人が勤務していた事業所の被保険者名簿の申立人が記載され

ているページとその前後５ページに記載されている女性のうち、申立人の

厚生年金保険資格喪失日である昭和20年８月30日に資格喪失した者34名の

脱退手当金の支給記録を確認したところ、15名に脱退手当金の支給記録が

あり、全員が７か月以内に支給されていることから、申立人についてもそ

の委任に基づき事業主による代理請求がなされた可能性があると考えられ

る。 

   さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに、脱退

手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



徳島厚生年金 事案163 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和39年生 

    住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成６年11月から７年９月まで 

    私は、ハローワークの紹介で、株式会社Ａに就職した。入社後、厚生

年金手帳も会社に提出し、健康保険証を受けた記憶もあるので、申立期

間について厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間について、申立人の雇用保険の加入記録から平成６年11月14日

から７年９月21日まで申立事業所に勤務していたことが確認できる。 

   しかし、申立事業所は既に廃業しており、申立人が、申立期間に係る厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことをうかがわせる

関連資料及び周辺事情は確認できず、申立期間当時、顧問をしていた会計

事務所にも関連資料は保管されていない。 

   また、申立期間当時の事業主及び同僚から聴取しても、厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことをうかがわせる供述は得られ

なかった。 

   さらに、社会保険事務所が保管する申立事業所に係る健康保険厚生年金

保険被保険者記録の健康保険記号番号を確認したが、申立期間を含む平成

５年９月21日資格取得の被保険者番号110番から７年12月１日資格取得の

被保険者番号118番までに欠番はなく、申立人の氏名は確認できない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



徳島厚生年金 事案164 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和15年生 

    住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和33年ころから42年７月まで 

    私は、Ａ株式会社で現場監督をしていた父の下で、トンネル工事の型

枠職人として父と共に、Ｂを最初に、Ｃ、その後、Ｄを中心として四国

一円の現場に行っていた。 

    昭和42年交付の発破技師免許を所持しているが、この免許取得には実

務経験が必要であり、勤務していたことは間違いないので、厚生年金保

険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立事業所における仕事内容等に関する申立人の供述から、申立人が当

該事業所で勤務していたことは推認することができる。 

   しかし、申立期間当時、全国の支店で労務管理を担当していた者からは

「現場作業員の多くは、社会保険に加入していなかった。」旨の供述があ

ることから、当時、事業主は入社と同時にすべての者を加入させていなか

った可能性がうかがわれる。 

   また、申立人が共に勤務していたとする申立人の父親が被保険者となっ

ている申立事業所の各支店に係る厚生年金保険被保険者名簿及び厚生年金

保険被保険者原票について、申立人の父親の厚生年金保険被保険者期間を

含む前後の期間における被保険者を確認した結果、申立人の氏名は確認で

きない。 

   さらに、申立事業所において、当時の申立人に係る人事記録や給与台帳

が保管されておらず、申立人が、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情

は確認できない。 



   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 


